「大東市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略（案）」に対する
パブリックコメント（意見募集）の結果について（案）
（１） パブリックコメント（意見募集）の募集期間
平成２７年９月１１日（金）から９月２５日（金）まで

（２）意見の提出方法
持参、電子メール、FAX、郵送
（３） 閲覧場所
大東市ホームページ、大東市役所 1階 市民情報コーナー、戦略室
（４）意見の募集結果

受付件数　3件　
提出方法　電子メール１件、持参２件

（５）意見の提出について

意見総数件　5件
　　　
（６） 提出意見の概要と本市の考え方について

	No
	意見の概要
	本市の考え方

	１
	人口目標が現実離れしている。2060年12.7万人～13万人は常識的にあり得ない。

この人口を前提に社会資本整備が行われることは厳に×。過大投資や税金の無駄遣いが生じる。

きれいな計画だが、内容は拡大型の政治家のマニフェストみたいだ。人口増加というような概念は政治の世界に止めておくべき。

街が汚い、家が密集している、人口密度が高い、犯罪が多い、学力が低い、所得が少ない、街に緑がない等々この街の課題は明らかなので、これらを強めることをダイレクトに目標とすればよい。
敢えて人口を持ち出す必要もないのではないか。
	人口目標については、ご指摘のとおり、我が国全体が人口減少を迎える中、かなり厳しい数値であると認識しています。
他市への流出が続く中、相当の危機感を持って人口減少対策に取り掛からねばならないという認識にたち、敢えて高いハードルを掲げました。
今後一層厳しくなると予測される財政状況の中、人口と社会資本整備への直接投資との関係も見直す必要があります。既存ストックの更新、利活用によって、若い世代の定住促進や高齢者の安心につながる社会資本整備の基盤を再構築していきたいと考えております。基盤の再構築にあたっては、民間と連携して事業採算性や継続性が担保されたものに絞っていく必要があると考えております。
市が抱える課題については、ご指摘のとおりと認識しており、総合戦略の中でも、いわゆる総花的な計画ではなく「まち・ひと・しごと」に絞って重点的に取り組むべき事項を記載しています。また、これらの検証をしっかりと行いながら、より実効性の高いものへと見直しをしていきたいと考えております。

人口の将来像を描くことについては、より将来像を具体的にイメージし取り組んでいくため、また国から求められていることもあり、記載しております。

	２
	大東が既にコンパクトシティであることは非常に魅力的だが、その強みを十分に発信されていないことは残念。コンパクトシティの強みを活かして、情報の伝達を早くし、かつその情報を有効活用できるプレーヤーが必要である。

市、商工会議所、金融機関の連携をさらに推し進めるために、各組織からプレーヤーを派遣し、大東の強みを発信する機動力のある組織を官民で設立することが大東スタイルの早期実現に有効である。地方創生局の中に、組み込むことはできないか。または、中小企業支援SPCの設立も有効かもしれない。連携を超えた「融合」（機動力のあるチーム）プレーヤーを組成することが必要である。
	官民連携事業については、プレーヤーになっていただける事業者やその参入要件などをあらかじめサウンディング調査等で把握し、そのノウハウや資金・人材等をもっと有効に活用できる手法を構築していく必要があると考えております。その第１弾として、現在、深野北小学校跡地利活用について民間事業者への意見聴取会を行っております。
また、総合戦略（案）の11ページに記載のあるとおり、現在、だいとう産業活性化センターを中心に、産学官金一体となった創業・操業支援を実施しているところです。今後は、ワークショップ・ヒアリングにより集約した情報を企業間、関係機関で共有するとともに、空き工場・店舗、遊休設備等、本市の強みとなる地域資源の利活用を促進するなど、産学官金のさらなる連携強化とスピード感をもった取組を推進していきます。

ご提案いただいた官民連携を超えた機動力のあるチームの組成については、本市の強みを最大限活かすために非常に有用なものであると考えており、これらの取組を進めていく中で、どのような形の連携がより効果的なのか検討してまいります。

	３


	P23・P29

子育て世代に魅力ある住宅環境整備について

【事業の追加】

①放課後に誰でも自由に利用できる小学校校庭の一般開放

②都市公園、児童遊園、緑道の美化の徹底

・1年中、雑草が生えていない美しい魅力ある公園

・公園トイレの早期バリアフリー化（車いすトイレの整備）

・アドプト制度の積極普及周知活用

・公園清掃管理報奨金の廃止

③公園管理の徹底と魅力ある施設の整備
	放課後に子どもたちが安全に遊べる場所を確保すること、美しく維持された公園や緑道があることは、まちの印象を良いものにし、子育て世代に魅力ある住宅環境につながるものと考えます。また、それらを地域の皆様と共に進めることは、政策の視点で示す「市民や民間を主役に据えること」にも合致するものと考えます。
①
頂いたご意見については、小学校における放課後の校庭の現状として、最終の下校時刻までは校庭で遊ぶことも可能としている学校がある一方で、子どもが下校時に事件に巻き込まれる恐れがあるという社会状況の中、授業終了後のおおよそ決まった時間帯の中で、地域の方々に見守っていただきながら、下校している学校もございます。
本市としましては、土・日・祝日の貸し出し状況も含め、他市の校庭開放事業等も参考にしながら、課題を整理している段階であります。この５年間で検討を進め、実施できるレベルに達する条件が整い、かつ総合戦略（案）に示す「政策の視点」の趣旨に合致する場合は、今後予定している総合戦略の見直しの中で記載を検討してまいります。
②③
現在も地域住民の方々にご協力いただきながら、維持管理を行っておりますが、頂いたご意見を踏まえ、総合戦略（案）P23およびP29に次のとおり追加します。
・公園等身近な公共施設は、地域との連携を図りながら、子育て世代に魅力ある施設になるよう維持・管理を行う。

	４
	P23・P25・P29

安全・快適な学校環境づくり、安心安全なまちづくりのうち、学校への防犯カメラ設置に対して

【意見】

学校内にカメラを設置すれば、児童・生徒をカメラで監視することになる。行政の責任による市域全域について防犯カメラの設置を最優先すべき。

【事業の追加】

①交通安全対策

市内のすべての市道について、路側帯をカラー化

②河川・水路などでの水辺事故の防止対策（転落防止柵の設置）

③地域防犯活動に対する支援策の確立

④地震防災対策の確立


⑤50年確率の集中豪雨防災対策の確立
	学校への防犯カメラ設置については、学校内への不審者の侵入防止対策として設置するものです。
　市域全域の防犯体制については、箕面市・守口市等の防犯カメラ設置に関する効果を検証し、その可否の判断を行ってまいりたいと考えております。
交通安全、地域防犯および防災対策は、総合戦略の策定に関わらず、市の重要な事業として取り組んでいくべきものと認識しております。
事業の追加のご意見については、今後、防犯・防災に関する施策を検討していく中で、総合戦略（案）に示す「政策の視点」の趣旨に合致する場合は、今後予定している総合戦略の検証・見直しの中で記載を検討してまいります。

	５
	P30

住民自治の推進のうち、「自治区による市民会議を創設し、住民自治を推進する。（ただし、概ね中学校区単位での協議会を設置）」に対する疑義

～制度面から～

①自治区を単位とするならば、現行の区長制度とどのような機能の違いがあるのか、疑問である。

②自治区市民会議構想は、従来の自治会とどう違うのか。

③市民会議は、原則、従来の中学校区でよい。（三箇のみ小学校区）

④市民会議の単位を「自治区単位」に変更しているものの、中学校区単位で「協議会」を設置していることは、市民会議の呼称変更に過ぎず、何ら中身に変更はない。ごまかしである。

⑤コミュニティ活動は、住民が主体となって行うものであり、地域の実情を熟知しない行政が土足で地域に踏み込むべきではなく、地域には様々な条件、実情があるため、協議会の構成区域を含めて、区域割りについては、地域の意向に沿ったものとすべきで、画一的であってはならない。

⑥大東市の新設中学校（中学校区）は、人口急増期に残っていた一団の空閑地に建設されたもので、今、大東市が進める「市民会議」（コミュニティ）を想定したものではない。このため、杓子定規にこの区域をもって「市民会議の単位」及び「市民会議の協議会の単位」とすることは大きな問題である。
～手続き面から～

①地区担当者活動記録を見る限り、「自治区単位での市民会議」という提案は今まで何れにもない。

②地元調整中にもかかわらず「ひと・まち・しごと創生総合戦略（案）に搭載してパブリックコメントを求め、議会でも方向性を示してしまっている。

③協働の街づくりの観点から、制度設計の段階で地域との合意形成をすべきである。（区長に対する説明は、本来的な合意形成の手法ではない。）

④協議会の「位置づけ」「権能」「機能または役割」等を明らかにせず、パブリックコメントを求めることは、不謹慎である。
	～制度面から～

今回のご指摘にもあるように地域には様々な条件、実情があるため、市民会議の単位についても、自治区を最小の単位とし、地域の状況や話し合いに応じて小学校区単位や中学校区単位、あるいは隣接する自治区との合同での実施など、柔軟な考え方で活動しやすい区域割りが選択できる市民会議を想定して、今回、その手法を変更することとなりました。
区長制度は現行どおりですが、住民や民生委員、防犯委員等の各種団体の皆様の参加により自治区内の課題について話し合う場として自治区単位での市民会議を創設していただくものです。
しかし、最小単位を自治区としたものの中学校区単位での協議会を設置することを前提としており、これまでの市民会議創設の趣旨が大きく変わるものではありません。
ただ、ご指摘にもあるとおり、コミュニティ活動は地域住民の皆様が主体となって行うものとの認識は現在の「中学校区」は、コミュニティを想定したものではないため、三箇地区に象徴されるように、自治会が分断される問題があります。現在、小中一貫校の創設に向けた検討を行っており、その中で行われる市域全体の校区の検討と並行して、地域実情を鑑みた校区のあり方についても地域のご意見を伺いながら検討をしていく必要があると考えております。
～手続き面から～

地区担当職員制度の発足から2年あまりが経過し、市民会議設立に向けて様々な活動を行ってまいりましたが、現在のところ、自治区単位での活動が大半を占めております。また、前述のように中学校区単位では地域を二分するところがあるという課題もあります。

そこで、今後市民会議設立を進めるにあたり、よりフレキシブルに柔軟に活動できるよう、今回自治区単位を最小単位とする方向性を検討し、総合戦略（案）においてその大きな方向性を示しました。合わせて、議会や地域の区長様にも説明を行っているところです。

詳細の制度設計については今後、地域の意見等をお聞きしながら進めていくものであります。
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